







































































税法等の変更が反映されていないといった問題点を指摘している（意見書第 3 の 1 6, 提言





　 公租公課 職業費 特別経費
給与所得者 12～31％ 20～19％ 26～16％ 42～34％








算出している（表 1-1, 表 1-2）。
これに対し、日弁連は以下のような問題点を指摘している。
「職業費」、「特別経費」においても、「公租公課」と同様、2003年以降の統計値の改訂



















































14 「生活扶助基準」第 1 類の年齢階級は 6 区分だが、現算定方式は、子は 2 区分に、親は20～59歳






































「職業費」に含まれる 7 費目については、現算定方式を踏襲している（表 1-1 参照）。し
かし算出の際、「被服及び履物」だけでなく他の 6 費目においても、世帯人数で除して 1
人当たりの支出額を算出し、有業人員数で乗じている。他の世帯員の生活費は除かれてい









れ、日弁連算定方式の「基礎収入」は、総収入の約 6 ～ 7 割 17 となっている。














































費を指数化している。生活保護基準は、2016年 4 月の東京都特別区（1 級地－ 1）の生活
扶助基準及び住宅扶助を用いて、世帯の人数に応じて生活費指数を標準化している。学校
教育費は、文部科学省「子どもの学習費調査報告書」の2012年、2014年、2016年調査結
果を用いて算出している（提言第 3 の 2）。
子どもの年齢区分では、現算定方式の 2 区分から、3 区分（0 ～ 5 歳、6 ～14歳、15～










0  – 5 歳
6  – 11歳 12 – 14歳
15 – 19歳
6  – 14歳
夫婦のみ 100 100 － － － －




















注 3： 住宅扶助に相当する指数は、1 人世帯で40、2 人世帯で47、3 人世帯及び 4 人世帯で51である。例えば、義務者が 1 人世帯で、
権利者が 5 歳以下の子 1 人との 2 人世帯である場合、義務者の生活費指数100のうち40が住宅扶助に相当する指数であり、権利
者世帯の生活費指数135（=69+66）のうち47が住宅扶助に相当する指数である。
注 4： 学校教育費に相当する指数は、世帯の人数にかかわらず、0－5歳で 4、6－11歳で 3、12－14歳で 8、15－19歳で15である。な
お、6－14歳で 5 である。
（3）養育費の算定
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